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来年度の国民健康保険税について、大幅値上げに反対し、引き下げを求める決議 

 

 来年度から国民健康保険が広域化されます。東京都は１１月２１日に都国保運営協

議会に諮問、即日、諮問通り答申されました。 

同時に示された資料では、都民１人当たりの国保税額は１５万２，５１１円となり、

２０１６年度１１万８，１７２円と比較して１．３倍、約３万４千円もの値上げとな

っています。東大和市では約３万５千円（約３５％）の値上げとなります。また、資

料の自治体別の標準保険料率（区市町村ごとの算定基準に基づく）をもとに東大和市

の保険税を試算すると、年金収入２００万円の６５歳以上の１人暮らし高齢者の場合、

２０１７年度６１，９２４円が来年度には８１，５９３円と１９，６６９円（約３２％）

もの値上げとなります。営業所得２６６万円の夫（４２歳）と妻（４１歳・収入なし）

と小学生の子供２人の４人家族の場合、２０１７年度３７２，３９５円が来年度は４

７６，９５３円と１０４，５５８円(約２８％)も値上げになります。 

今でも高過ぎて払い切れない国保税のこれだけの値上げは、加入者の負担能力の限

界をはるかに超えています。国保加入者の８割が所得の低い非正規労働者や無職者・

年金生活者で占められているのに保険税は高いという構造的問題をさらに深刻にする

ものです。 

東大和市でも、加入者世帯の７３％が所得１５０万円以下、３７％が所得なし層で

す。大幅値上げではなく、軽減へと踏み出すべきです。 

よって、東大和市議会として、以下の点を市長に求め、決議するものです。 

１、 国に対し、国保税負担を引き下げるため国庫負担の抜本増を初め財政支出をす

るよう働きかけること。 

２、 国保財政運営の主体となる東京都に対し、保険税負担軽減のための都独自の財

政支出を改めて申し入れること。 

３、 市としても、一般財源の繰り入れを初めとしたあらゆる努力を行い、高過ぎる

国保税の引き下げへ転換すること。 

４、 強権的な徴収強化、差し押さえはしないこと。都に対し差し押さえ強化などの

ためのインセンティブはやめるよう申し入れること。 

 


